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はしがき
本叢書は, 幾何学的な観点から, 主に市場の集積にもとづく都市形成の様相を
考察したものである｡ 過去の立地論を概観すると, チューネン, ラウンハルト,
















則, ゼータ関数, 生産関数などを組み合わせることによって, 空間と経済との関
わりを部分的でも明らかにしようとしている｡ 今後は, コンパクトシティの空間
研究につなげようと考えている｡
本書の一部は, 応用地域学会 (鳥取県民文化会館), 中京大学経済研究所研究
セミナー, 日本観光学会全国大会 (東京大学) および日本交通学会全国大会 (東
洋大学) で発表したものにもとづいている｡ これらの学会, セミナーおよび査読
においてご示唆して頂いた先生方には感謝申し上げる｡ また, 研究の基礎を与え

て頂いた川嶋辰彦先生 (学習院大学) ならびに西岡久雄先生 (青山学院大学名誉
教授) をはじめ, 東京工業大学でお世話になった先生方に謝意を表する次第であ
る｡ くれぐれもご自愛下さいますようよろしくお願い申し上げます｡




























接性などにもとづいて幾つか存在する1｡ しかし, 都心の定義については, わが
国ではDID (Densely Inhabited District の略称；人口密集地区) であるが, 都
市計画および地理学的観点からMurphy (1971) は, 建蔽率および容積率にも
とづいて CBD (Central Business District の略称；中心業務地区) を一連の建
設ビルのフローにおける都市機能利用の割合から定義している｡ 一方, 都市の階
層性について Christaller (1933) は市場, 交通および行政の 3 つの切り口から
都市の立地分布理論を発展させている｡ また, 都心と副都心との関係については,
都市経済学的観点から佐々木・張 (2005) によって, 住宅立地モデルおよびゾー
ニングにもとづいて都心およびサブセンターの圏域について論じられている2｡
さらに, 経済立地論的観点からミクロ経済理論にもとづいて Lsch (1962) は市
場価格, 運送費から導かれる需要円錐体および市場の形態について説明しており,






拙論 (2010 年, pp.1-21) を参照せよ｡
2 他に, この種の研究では例えば 2000 年前後の Journal of Urban Economics や Re-
gional Science and Urban Economics などの雑誌に見られる｡
3 この 2 つの学問分野を統合したものが, ドイツの流れをくむ立地論である｡ チュ―ネ
ン, ラウンハルト, ウェーバー, クリスタラー, レッシュなどが代表的な立地研究者
である｡ これについては, 西岡 (1998 年, p.313) を参照せよ｡





メント理論を副都心の立地に応用する｡ また, 拙著 (2007, 2008) にもとづいて











3 つの円形市場の交差する 3つの境界線は, 1 点で交わる｡
図 1 から 3 つの円の境界線が交わる A点 (ファントム点) は, 3 つの市場の




4 Weber (1909) は工業立地の観点から, 集積を運送費や労働費を最小にする立地点を
扱っており, 主に地域特化の経済が説明されている｡ その後 Hoover (1937) によっ
て, 地域特化の経済および都市化の経済について説明され, Isard (1956) によって空
間的集積の経済が体系化されている｡
ケースでは, 都市化の経済を享受する都市に, 同種産業から成るケースでは地域
特化の経済を有する都市にそれぞれ成長する｡ ちなみに, 3 つの境界線が交わる
A点は方ベキの定理5を用いることによって導かれる｡
一方, この定理が成り立つのは, 図 2のケースもある｡ このケースにおいての









ちなみに, 市場M1 の生産性を a, 市場M2 の生産性を b, 市場M3 の生産性を
cとして6, これら市場が重複しているところに相乗効果としての集積経済効果が
創出すると仮定すると, 市場M1 と市場M2 の集積経済効果を ab, 市場M2 と市
場M3 の集積経済効果を bc, 市場M1 と市場M3 の集積経済効果を ac, さらに市












5 この定理は, 相似と円周角の性質を用いることによって導かれる｡ これについては,
秋山 (1959 年, 第 4 章) および難波 (2000 年, 第 6 章) を参照せよ｡






で表わされる｡ ただし, 等号 a＝b＝c はの時に成立する｡ (1) 式から, 3 つの市
場が重複している集積経済効果の最大値は, 2 つの市場が重複している 3つの集
積経済効果の平均値の 3/2 乗から計算され, 3 つの市場の生産性が均等に配分さ

































で表わされる｡ ただし, 等号は a＝b＝c の時に成立する｡ (10) 式から, 右辺の













ここではジョンソンの定理 (1916)7 を用いて市場と都市形成に応用する｡ こ
の定理は, ｢平面上に 3 つの単位円が 1 点で交差するとき, 他の 3 つの交点を通
る円も単位円となる｣
この定理から, 図 3において 3市場の集積によって最も早く創出される都市を
Aとして, 2 つの市場同士の集積によって次に創出される都市を中都市B12, B23,






Ａ：市場集積第 1中心都市 (3 つの市場M1, M2, M3の集積によって創出された
都市)
B12, B23, B31 ：市場集積第 2都市 (2 つの市場の集積によって創出された都市)
Ｃ：市場集積第 2中心都市 (2 つの市場の集積による都市 B12, B23, B31の中心都
市)





つぎに, 市場から都市へという初期条件の観点から, 3 つの市場が重複してい
る集積の経済が最大となる都市Aと 2 つの市場が重複している点としての 3 つ
の都市 B12, B23, B31と, これら各都市から均等で最短距離にある都市 C におい
都市の立地構造6
7 この定理については, 付録Bにもとづいて前原 (1998 年, pp.1-2) で説明されている｡
て, どちらが集積による経済効果が大きいかを比較しよう｡
ここでは, まず図 3において 3つの市場の規模は同一であるが, 生産物の違い
によって市場の特徴に違いがあることを仮定しよう｡ また, この特徴の違いは各
市場の労働力または企業数をmとすると, 市場M1ではαm1＝αm, 市場M2では





























上記 3つの都市B12, B23, B31 は, 2 つの市場の重複によってできた都市である
ことから, ここで 1つの市場は 1つの産業からのみ成り立っているものとすると,
系においてそれぞれ都市で欠乏している 1つの産業が存在するためそれを補うと



















ならば, 都市 Aよりも都市 Cの方が, 集積の経済
効果が大きい｡
ただし, 3 つの市場またはそれらに関わる 3つの産業の集積の経済効果を多種
多様な産業による経済効果と解釈すると, 都市 Aには都市化の経済効果が存在
都市の立地構造8






















n, n は市場の数を, xnは市場 n の生
産水準をそれぞれ示す｡







8 この理論は, Launhardt (1882) に通じるところがある｡ なお Launhardt の工業立
地モデルについては, 金田 (1978 年, 第 4 章) で説明されている｡
9 これについては, Nahin (2004, 訳出 (下) pp.139-146) および難波 (2000 年, 第 9
章) を参照せよ｡
10 これについては, 空間的相互作用の観点から各市場の生産水準に対して抵抗としての
図 4は, 市場の数が少ない系においては総生産水準の最小値は逓減するが, 市
場の数が多い系になっていくとその最小値は急増していくことを示している｡ ま
た, 市場の生産において相互作用が強いほど系の総生産水準の最小値は相対的に
大きくなることを示唆している｡ ただし, n は正の整数であることから小数は存
在しないことに注意を要する｡
図 4ではX＝x1x2…xnで, このXは相互作用の大きさを示しており, (イ) X＝











図 4 系の最小生産水準 (または集積の経済効果) と市場のランク
2 2 つの同一市場規模の集積の経済にもとづく都市の立地







である｡ ただし, r は XおよびYを中心とする円の半径を示す｡
ここで, 2 つの円市場の重複している領域の企業数が, 重複して立地している











4 )r 2π (2)
11
図 5 集積経済の範囲
11 生産段階の集積の経済については, 付録Aを参照せよ｡ ただし, そこでは 4市場のケー
スに限定されている｡















である｡ 市場当たりの集積の経済は約 4割であることを示唆している｡ これは市
場の半径に関わらず一定であることを示唆している｡
つぎに, 図 6から 3つの市場が拡大して, 重複する集積空間は, ルーロー三角
形13と呼ばれており, 3 つの重複する扇方の面積およびその中に存在する正三角
形は,




である｡ したがって, ルーロー三角形 (グレーの部分) の面積Vは,
V＝S－2T＝3 ( 16 )(πr2)－2 (
√3
4
























V＝2 ( π2 －1)r 2－(
2π
3
－3＋√3)r 2＝ ( π3 ＋1－√3)r 2 (11)
都市の立地構造12
13 これについては, Alfred and Ingmar (2004, 訳出, pp.165-178) を参照せよ｡



























図 6 3 市場の集積空間
3 合併による副都心の創出
都市の中心部に, 人口および企業が集中的に立地する都市システム (単一中心
都市から成る系) において, 合併が生じる場合の副都心の立地について, 物理学
の重量モーメントの観点から考えて見よう｡ 人が集まりやすいところに公共サー
ビスや企業が集中して, それによって都心部につぐ新たな副都心が新旧都市間に
形成されることを考えよう｡ ここでは, 円の面積と人口が比例しており, その人
口のほとんどが円の中心部に集まっていることが仮定される｡ また, 合併初期時
においては居住地の移動は起こらないとしよう｡








が導かれる｡ ただし, P1は最大の都市 1の半径, Pnは n 番目の都市の半径, t は
都市 1の都心からの距離であり, 重心となる距離をそれぞれ示す｡
都市の立地構造14
図 7 4 市場の集積空間
さらに, (2) 式にランク・サイズモデルを応用すると,
である｡ ただし, (3) 式における係数αは, 人口と比例する面積のランク・サイ




置は, ランクが大きくなる (都市規模が小さくなる) ごとに徐々に大都市中心部
に近づいていく｡ このことは, 相対的に都市の規模に差がある合併においては,
大きな都市の都心部に比較的近いところに副都心が創出されることを示している｡















図 8 2 都市間の副都心の立地
注) 図中の●は都心を, ▲は合併後の副都心をそれぞれ示す｡
4 2 核心都市の構造
図 10 においてAを中心とする円に外接して, Oを中心とする円に内接してい
る Bを中心とする円が存在する時, BO＋BA＝一定14であることから, Oを中心
とする円を都市圏, A を中心とする円を中心都市として, B を中心とする円を
住宅都市とすると, この空間が成り立つ多くの連環した住宅都市においては, B
から大都市圏の中心部 O, 中心都市の都心部Aへ行く距離が等しい｡ それゆえ






注) 上図は P1＝1000 として, 実線はα＝1のケースを, 点線はα＝0.8 のケースをそれぞれ示す｡
14 円 O の半径を R, 円 A の半径を r, 円 B の半径を r1とすると, R－r1＋r1＋r＝R＋r
が成立する｡
5 都市圏に存在する交通都市の軌跡
図 11 において B 点は A点と O点の中点であり, BQ を半径とする円は, そ
の円周とA点の中点の軌跡を示しており, この円周上に Christaller (1933) の
交通原理15にしたがう交通都市が成立する可能性がある｡ ちなみに, Thnen
(1826) モデル16同様に O点は円形の同質平野上の中心部で, そこには唯一の市
場である都市が存在している｡ またA点の創出はランダムである｡
6 工業都市, 商業都市およびニュータウン
図 12 には, 居住者の交通費均等の観点から, O点および B点に通うニュータ




15 これについては, 拙著 (2009 年, pp.121-123) を参照せよ｡
16 これについては, 拙著 (2009 年, pp.28-30) を参照せよ｡
いては, Thunen (1826) の地理設定と同様に円形の同質平野上 (ここでは大都






が分布しており, 都市Aと農村の各生産物の交換が 1//2 の地点で行われるとす
ると, その経路は B点を中心とする円となる｡ したがって, B 点は等距離のメ
リットから工業製品や農産物が集まる商業都市となる｡ さらに, O 点と B点を




図 13 から人口が空間的に均一なA点を中心とする単一中心都市を, ドーナツ




17 この都市は, 比較優位性によって創造された都市であり, 立地点は大都市圏内であれ
ばどこでもかまわない｡
場合, B 点が新都心で, A点が副都市となる可能性がある｡ これは移動コスト,
廃棄コスト, 観光資源の存立などからA点が残される可能性があるためである｡





図 14 から, 中心が Aおよび B である 2 つの円形都市が存在しており, それ









の集合領域で表わされる18｡ ただし, Mは X-Y の中点であり, 0＜－u＜－π, 0＜－v＜－





ここで交通都市が創出される領域は, 図 15 のグレーゾーンであり, この領域
に企業を誘致するための開発計画が施される｡ 上記の他の解法としては, 小林
都市の立地構造20
18 これは, Zeitz (2007, 訳出, pp.147-148) における Putnam 1996 にもとづいている｡
図 14 2 つの円周地点間の中心地
(2010 年, p.149) がある｡
9 副都心の数と格差
図 16 において, 互いの外接する 2 つの等円 (半径が r1＝r1) が, 半径 r の円
に内接しており, この内接のもとで 3つの円に内接している円の半径を tとする
と,

































19 これについては, 深川英俊, トニー・ロスマン (2010 年, pp.192-193 および pp.219-
222) において説明されている｡
で表される｡

























で表わされる20｡ (3) 式の 3 項目のカッコ内の無限級数はフェルマーの大定理を
証明するために応用されたリーマンのゼータ関数を示している21｡ ここで先進国



















20 ここでは, http://Keisan.casio.jp を用いてゼータ関数の無限級数部分の解が計算さ
れている｡ 代表的な数値解については, Adrian (2006) に掲げられている｡





















































図 18 は, A(εP1)β＝10βとして, 小格差, 中格差, 大格差の都市規模を有する
国の生産性について 0＜β＜1の範囲で描かれている｡











れる｡ まず最大 (ランク 1) 都市とこれに隣接しているランク nの都市が合併し
た場合, ランク n 都市の役所機能の移転やそれに伴う最大都市の都心部の企業











この (1) 式である生産関数の性質から, 代替の弾力性σは,
で表わされる｡ ただし, S1＝P21πおよび Sn＝P2nπは各都市の面積を, w1 および












22 取り分け, 都心部に集積している産業は一般にサービス産業が見られるが, ここでは
特定化せずに分析の結果として, 産業の特徴を見ると, サービス産業が考察される｡
23 ちなみに, Chiang and Wainwright (2005, p.397) において CES 型生産関数および
コッブ＝ダグラス型生産関数のAは効率パラメーター (または技術水準指標), βは
代替パラメーターとそれぞれ呼ばれている｡ なお, ここでのAには, 系の中での最大
都市の比較優位性が含まれており, これがあるため都市の合併によって最大都市 (よ
り大きな都市) の都心部に企業を集中させることで生産水準を上げることが可能とな
る｡ 例えば, 2 万人の都市と 3 万人の都市が合併する場合を考えよう｡ それぞれの生
産の人口弾力性を 0.5 とすると, 合併前と後の生産水準の関係は, √2＋√3＞√5である
が, より大きな 3 万人の都市に 10 の比較優位性が存在するならば, √2＋10√3＜10√5
となり, 合併による生産水準が増大することで合併が有効になる｡
働の比率の変化を示している｡ したがって, 相対的に最大都市の賃金が高くなれ
ば, ランク n の都市からの雇用量が相対的に増えることを示唆している｡ 例え
ば最大都市 (ランク 1の都市) において通勤費よりも住宅手当が高い場合がこれ

















で表わされる｡ 図 19 は, σおよびγが－1＜β＜8で描かれている｡
ここで (3) 式と (4) 式を比較すると, 賃金による相対的変化は, 交通費より
も労働を変化させる方が一定の生産水準を維持させるのに重要であることを示唆









していくが, その差は代替の弾力性が小さいほど (βが大きいほど) 拡大する傾
向がある｡
図 21 は A(P21π)＝100, α＝1, －1＜β＜8, ε＝ 0.8, 0.5, 0.2 として n＝2 と
してのケースについて描かれている｡
これについては, 合併する都市 (ここでは最大であるランク 1の都市) におけ
る産業の分配パラメーターεが相対的に高く, 代替の弾力性が大きい企業ほど生
産水準は相対的に高いことを示唆している｡
図 22 は, 図 20 と図 21 を合成させたものであり, ランク 1 の都市とランク 2
の都市とが合併したケースを示している｡ A(P21π)＝100, n＝2, α＝1, 0＜ε
＜1, －1＜β＜10 で描かれている｡






まりそうである｡ したがって, 大きな都市同士の合併は, より大きな都市のサー
ビス業のシェアを増やすことを示唆している｡








上記 1同様 (付録 C) の系において, 観光サービス産業が代替できる 2つの都
市 (最大都市と第 n 番目の都市) の中心部に観光レジャー・サービス業が立地
しており, その企業の生産関数は, 以下のコブ・ダグラス型を仮定する｡ また,
モデルを単純化するために, 2 つの都市の観光産業雇用密度は同一である｡






ただし, βは 0＜β＜1 であり, 生産の最大都市 (合併する都市) 人口の弾力性
を示している｡ また, 1 およびn は 2 つの都市の観光産業雇用密度 (以下, 雇
用密度) を示す｡
この関数の性格から代替の弾力性σおよび代替の空間的弾力性γは,
で表わされる｡ (2) 式から, 相対的な比率を 1に維持するには, 賃金率の比率の
変化に対して相対的に都市 (労働) 人口の比率の変化を同じにする必要があるこ




















Π＝A(1P 21π)β(nP 2nπ)1－β－w11P 21π－wnnP 2nπ (4)


































23 から 1＜A であれば最大都市の賃金率がランクｎの都市の賃金率を上回って








図 24 生産水準, 代替パラメーターおよび都市ランク
図 25 生産水準, 代替パラメーターおよび都市ランク係数









































図A-1 から, 重複しているところのグレーの 4つの花弁の面積は,
V＝2r 2π－4r 2＝2(π－2)r2＝2.28r2 (1)
である｡ ただし, r は各市場の半径を示す｡





























図 A-2 は, 系における 2 つの組み合わせによる市場の相互作用から成る集積





















空間と Soddy 空間との区別において違いが明確であることが分かっている｡ こ
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も知れないが参考文献には Journal などは上げられておらず, ほとんどが幾何
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